
（様式３）

パブリックコメント案件概要

案件名：令和7年度主要事業（令和7年度に向けて新たに取り組む事業など）

１．施策の概要
・『第6次尼崎市総合計画』に掲げる「ありたいまち」の実現に向け、「前期まちづくり基本計画」における主要取
組項目の推進するとともに、歳入に見合った歳出規模を実現し、安定した財政基盤を確立するため、選択と集
中を図る予算編成を行う。
・こうした令和7年度に実施する主要事業（令和7年度に向けて新たに取り組む事業など）について、現在の調整
状況を示す。

２．施策策定（見直し）に至った背景・問題点など
・令和5年度はコロナ禍後におけるエネルギーや物価の高騰を踏まえ、国が実施する給付事業のほか、子育て
世帯へのあま咲きコインの給付や脱炭素化設備の導入に対する補助など、市民生活や企業活動を支える支援
を実施してきた。今後も社会情勢を注視しつつ、適時適切に対応していくことが必要である。
・令和5年のファミリー世帯の転出超過数は前年より大幅に改善し、目標値を超える水準となった。また、市民意
識調査における「『尼崎市に住んでよかった』と感じている市民の割合」や「今後も『本市に住み続けたい』と回答
している市民の割合」は高い水準を維持している。
・働き手不足を背景とした国全体での外国人の受け入れが進む中、本市の社会動態においても、外国籍住民
の社会増が続いており、今後もこの傾向は続くと見込まれる。

３．目指す姿・対応策など
・尼崎市がこれまで進めてきた各施策の取組が実を結びつつあり、人口の社会動態やまちのイメージなど、統
計として成果が表れつつある。こうした前向きな流れをさらに加速させ、「住みたいまち」「住み続けたいまち」と
して選ばれるよう、都市としての成長につなげていく必要がある。
今後は、令和5年度にとりまとめた「あまがさき子ども・子育てアクションプラン」「あまがさき共創ＤＸプラン」「子
育て世帯の定住・転入に向けた良好な住環境形成のための住宅施策パッケージ」といった政策の方向性の具
体化に加え、外国籍住民の増加といった本市を取り巻く社会情勢の変化への対応など、具体的な施策・事業を
「実行・実現」していくことを通じて、「次のステージ」へ向けた持続可能なまちづくりを進めていく。
とりわけ、次世代を担うこどもの育ちを支える政策をはじめとする本市の成長とその好循環に向けた戦略的な
取組については「未来への投資」として積極的に強化していく。
・施策評価結果によるPDCAサイクルをより一層意識するとともに、歳入に見合った歳出規模を実現し、安定し
た財政基盤を確立するため、選択と集中を図る予算編成を行っていく。
令和7年度に向けては、次に掲げる項目に特に重点的に取り組んでいく。
　■重点項目1　子ども・子育てに係る支援と環境の充実
　■重点項目2　良好な住環境形成とエリアブランディングの推進
　■重点項目3　時代の変化に対応した産業イノベーションの推進
　■重点項目4　多文化共生社会の実現に向けた取組
　■重点項目5　市民サービスの向上と業務効率化に向けた共創ＤＸの推進

４．施策の対象範囲・期間など
対象：市民等、期間：令和7年度から

５．市民意向調査の概要
令和6年9月1日から10月31日までの間、市ホームページ上及び各地域振興センター等で、令和7年度主要事業
の策定に向けた指針となる「予算編成方針」、また、その基礎となる「施策評価結果」を公表し、意見を募集した
ところ、市民から1件の意見があった。

６．施策の検討経過
　(1) 素案検討過程での主な論点
各局から要求のあった令和7年度に新たに取り組む事業などについて、第6次総合計画の「前期まちづくり基本
計画」で示す「主要取組項目」や「施策評価」の結果を踏まえた調整を行う。

　(2) 策定過程で比較検討した複数案の主な項目と反映理由
各事業の立案において、複数案の視点を含めて検討した上での調整状況を示すもの。

７．今後のスケジュール
・令和6年12月18日（水）から令和7年1月7日（火）　パブリックコメント募集（今回）
・令和7年1月　パブリックコメントで寄せられた意見を考慮し、令和7年度主要事業（案）の策定
・令和7年2月　パブリックコメント募集結果及び令和7年度主要事業（案）の公表

８．添付資料
令和7年度主要事業の調整状況について

９．お問い合わせ先
総合政策局政策部政策推進課
〒660-8501 兵庫県尼崎市東七松町1丁目23番1号 本庁北館４Ｆ
電話番号（TEL）06-6489-6124　ファクス（FAX）　06-6489-6793
メールアドレス（Eメール）ama-gyosui@city.amagasaki.hyogo.jp


